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地球温暖化対策推進法第２１条では、自治体に対し国の地球温暖化対策計画に即して二酸化炭
素の排出量の削減や吸収作用の保全及び強化のための措置（緩和策）に関する計画を定めること
を求めています。
本町では、自然環境を守り、持続可能で安心して暮らせるまちを、将来にわたって次世代に引

き継いでいくため、町民、事業者及び町が地球温暖化対策を進めるうえでの具体的な目標や方向
性を示す利府町地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を策定します。

１ 計画策定の趣旨

利府町地球温暖化対策実行計画（区域施策編）は、

地球温暖化対策推進法第２１条に基づく計画であり、

利府町総合計画をはじめとした庁内の計画との整合を

図り、利府町地球温暖化対策実行計画（事務事業編）

や宮城県地球温暖化対策実行計画（区域施策編）と調

和するものとします。

２ 計画の位置付け

３ 計画の基準年度・目標年度

計画の基準年度は、国の地球温暖化対策計画に準拠
し、2013年度を基準年度とします。また、目標年度
を中期は2030年度、長期は2050年度とします。

４ 計画の期間

計画の期間は、中期の目標年度に合

わせて、2024年度から2030年度まで
の７年間とします。期間中の社会情勢
の変化や科学技術の進歩などを踏まえ、
必要の応じて計画の見直しを行うこと
とします。

◆脱炭素・再生可能エネルギーの推進

・公共施設への太陽光発電設備・文化交流センター地中熱利用空調設備整備

◆循環型社会の構築

・3R運動、リサイクル運動報奨金、小型家電回収箱設置

◆緑化推進 植樹活動 緑の募金活動

◆イベント等啓発活動 環境まるごとフェアの開催

◆公共施設等の脱炭素化

・公共施設照明、防犯灯街路灯LED化、公用車の電動化

地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の推進イメージ

本町の部門・分野別の二酸化炭素等の排出量の経年変化
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